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論 文 内 容 要 旨
1.草地開発がわが国で太格的 に始まったのは昭和30年 代後半に入ってからで、その歴史は非常に浅
い。 しかし、各種補助事業によってそれが積極的に進められ、草地開発によって造成 された草地は昭
和56年 までの累計で44万4千haに もおよんでいる。
戦後 の草地開発 は、農業政策の変化 とともに、量的,質 的に変わってきた。すなわち、昭和25年
の牧野法制定では畜産政策が軍馬育成から牛に中心が変わ り、それによって草地開発 も野草地改良か
ら人工草地造成へ と変わった。 また、昭和36年 の農業基太法制定では、選択的拡大,生 産性向上,
近代化が叫ばれて個別経営の規模拡大が要請され、補完施設 としての共同利用採草地,公 共 育成牧場
が全国各地に造成 ざれた。 ざらに、昭和45年 の農地法改正では、 草地改良事業が草地開発事業と名
称が変わ り、広域農業開発事業や畜産基地建設事業にみ られ るいわゆ る大規模畜産基地建設が行われ
従来の個別経営 とは量的,質 的にも異なる公社営牧場や建売牧場の造成が行われて来 たのであ る。
こうした草地開発は、未利用土地資源の農業的開発により農業生産基盤を拡充 し、わが国の畜産 が
かかえ る生産構造の諸闇題を解決 し、国民食糧の安定供給 という役割を果たす ことを目的 としていた。
特に、かつての副業的な零細飼養頭数規模で、飼料を副産物,購 入 飼料 に依存 していた労働集約的 な
飼養管理の経営構造、その生産基盤の危弱さと生産性の低 さを、畜産の飼料基盤を整備す ることで変
革しよ うとい うところに草地開発のね らいがおかれた。
従 って、草地開発は単 に個別経営の飼料基盤の整備拡充 にあるだけでな く、同時 に省力的 な放牧方
式による生産性の高い畜産経営の確立にあったし、さらには補完施設の共同利用を通して自己完結的
な生産から機能分 担による専門化した生産 といった生産 関係 の変革をもね らったものであった。
だか ら、草地開発によって設置 された施設は、 採草地,育 成 牧場,繁 殖育成 セソター,乳 雄哺
育牧場・,搾乳牧場,展 示牧場,ウ エーバー生産施設,乾 草生産施設等、飼料生産 から家畜の改良にい
たるまで非常に多岐にわたっている。
しか し、これら施設は、それが設置 され、実際 に運営段階に入 ると、利用率が低 く赤字をかかえる
場合が多かった。それ も短期的な赤字なら問題 も少ないが、恒常的 で、 しかもその額 も大 きく、問題
は大きか った。 このため赤字の要因がどこにあるかが、常に問題にざれて来 た。 これ までは、赤字要
因を技術や個別経営の零細性に求めるのが普通であった。
しか し、 これ らに赤字要因を求めるのが正 しいのかである。むしろ、施設その もののあり方に問題
があ るのではないか と思 うのである。
それというの も、育成牧場の利用状況を見 ると、零細飼養農家層ほど利用率が高 く、中間層が一番
低いという傾向を示 し、かならず しも技術や零細性の問題 と言えないか らである。.つまり、個別経営
は、階層によって施設への対応が異な り、 施設の性格 が異なれば、また別の対応 をするということな
のである。 だか ら、個別経営 との関連でこれ ら施設の性格を明 らかにしなければ、 これ ら施設の経営
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問題や施設のあり方 も解明できないのである。
このよ うなことから、これら施設 の性格を検討 したのが太論であ る。
太論では、主 として公共育成牧場,共 同利用草地,公 社営牧場の性格 について見 たが、 まず公共育
成牧場の性格から検討 しよ う。
2.一般 に、公共育成牧場 は、個別経営の補完施設とい う点か らは公共性を持 ち、独立の経済活動を行
う企業体 とい う点か らは、企業性の性格を持 ってい る。つ まり、公共育成牧場は公企業 として性格 づ
け られる。
また公共育成牧場 は、個別農家経営の補完 として生産 過程の一部を分担す るが、個別経営の経営活
動と異なる点は以下の点である。 その第一は、収入の点である。個別経営では生産物販売を もって収
益とす るが、公共育成牧場は預託料をもって収入とし、その預託料 も政策的な制約 を受 けるとい うこ
とである。その第二は、費用の点である。個別経営では、家族労働力をもって自己所有の土地および
資太で経営が行われるので、それ らに対す る労賃冶 地代利子 は、所得の一部 となるが、公共育成牧場
の場合、それ らは費用となる。その第三は、技術開発の点である。個別経営での技術開発は所得拡大
の手段にすぎないが、公共育成牧場の技術開発はそれ自体が 目的である。公共育成牧場はその公共性
から、技術 開発が合 目的に要請されるか らである。
一般 に、個別経営が公共育成牧場を利用す るかどうかは、個別経営がそれを利用す ることによって
得 られ る機会報酬による。そ して、 この機会報酬は階層 によ って差があり、理論的には零細飼養層 と
多頭飼養層でこれが高 く、中間層ではこれが低い と考えられ る。
実際、個別経営の利用状況を見 ると零細飼養 層 ほど利 用率 が高 く、中間層にな るに従 って低 くな
り、さらに多頭飼養層になるとまた上昇す るとい う傾向を示すのである。
つまり、零細飼養層は、公共育成牧場 に牛を放牧することで捻出 され る労働力,土 地等を、他 の部
門にふ りむけることでよ り高 い収益を上げ得 るということであ り、 また、多頭飼養層は、これを同 じ
畜産部門 でより高い収益 を上げ得 るとい うことであ る。逆に、中間層は、家畜飼養が他部門と有機的
に結合 しているために、公共 育成牧場を利用することは、かえってマイナスになるとい うことである。
だか ら、零細飼養層で も、経営内に収入を上げ得 る条件があれば、他の階層以上に公共育成牧揚の
必要性が強い し、逆 にその条件がなければ農外に収入を求め、かえって家畜飼養の必要性を失 い、家
畜飼養を止め ることにな る。兼業収入を上げやすい地域が公共 育成牧場 の設置によって、逆に箭産 を
減退 させ るのはこのためであ る。
また、多頭飼養層では、頭数規模 が拡大す るにつれ労働力,土 地,資 太等の不足 を来 たすので、公
共育成牧場にかぎらず、哺育育成施設,粗 飼料生産 施設等 も必要 とするとい うことである。
このように、個別経営はその発展段階によ ってこれ ら施設へ の対応が大 きく異 なる。だから、これ
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を配慮して、施設は設置されなければならない。また、設置後の施設のあり方もここから間わなけれ
ばならない∩
個別経営の家畜飼養が副業的ないし、有畜農業的般階の場合は、自己経営内の生産基盤の拡充が重
要であり、草地関係諸施設もそのたあのものでなければならない。そうした場合、これら施設は畜産
以外の作 目をも考慮した地域農業振興の一環として位置づけられるべきものである。
また、多頭飼育専業層の場合は、粗飼料生産販売施設,哺 育育成施設等の必要性があっても、公社
営の肉牛生産牧場や搾乳牧場に見られる太来個別経営が行うべき生産施設は必要ないのである。
このように、個別経営の規模拡大と結合させて草地開発が行われるべきなのである。 たとえば、
個別経営が共同利用組織を作 り、里山を開発することによって、規模拡大して行 くことも考
凡 られる。
3,共同利用組織とは、個別経営が自己の経営の維持発展のために機械,施設等を共同で管理し利用す
る組織である。だから共同利用組織は、構成員相互がそれらの利用に対して等しく、強い必要性を持
てば、非常に積極的な側面を持つが、構成員相互でその必要性が異なれば、一部構成員のための組織
どいう消極的なものになってしまう。共同利用組織が、発足当初構成員相互で積極的に利用されても、
その発展過程の中で構成員間に階層分化が生じると解体して行 くのはこのためである。
多頭化が始まったばかりの段階では、構成員間の予盾が少な く、共同利用組織の積極的な側面が出
て くる。この積極的な側面を利用しての里山開発による草地利用は、非常に有効である。しかし、そ
れだけでも限界がある。そうなった段階で公共放牧場が必要となり、個別経営の発展につながること
になるのである。
4.こうした意味を持っ公共育成牧場に対 し、公社営牧場にみられる肉牛生産牧場,搾乳牧場,肥育セ
ソターといった施設は、公企業の一つであるが、個別経営の補完という点から見ると、その公共性が
薄 く、むしろ個別経営と競争関係を持つ企業といえる。
もともと、公社営牧場は、企業的経営の創設をねらいとして作 られたものである。
公社営牧場は、大頬模基地建設事業によって造成されたもので、それは規模も大きく、徹底した機
能分担方式にょり専門化された企業的牧場である。
公社営牧場の個別経営との対応関係は、家畜や粗飼料の売買による生産供給であるが、これも公社
側の機能低下で個別経営とは増々遊離してきている。
公社営牧場の赤字問題については、公共育成牧場以上に深刻である。それは、赤字額が大きく、し
かも恒常的だからである。公社営牧場は・近代的な設備や技術をもって生産にあたっていると言って
も・結局その有利性を見出し得ず巨額の赤字をかかえているのが現状なのである。
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公社営牧場は、その巨額な赤字を地方 自治体やその他各種団体の補助金で補填 してい る。 その補助
金を岩手 県肉牛生産公社 の例で見 ると、昭 和57年 度だけで も1億6千4百 万 と非常に巨額 なものに
なってい る。
このような施設をかかえ る地方 自治体にとっては、その負担は非常に重いといえる。
いずれその負担のあ り方が閥題になろうが、その場合 間われるのは、これら施設の公共性にあろう。
5.公共育成牧場にあ っては、その公共性は個別経営の補完 とい うことにありた。 しか し、 ここでとり
あげた公社営牧場は、個別鰹営の補完とい う機能は全 く薄 く、それによる公共性は極めて少ないので
ある。
公社営牧場は、企業的経営の創設をねらいとして作 られ たもので、 それが企業性を追求するのは当
然のことと言え る。 しかし、同時に忘れてならないことは、公社営牧場は技術開発的,展 示牧場的機
能も持 って いるとい うことである。赤字 とはいえ、公社営牧場がその企業性を追求することは、同時
に技術開発的,展 示牧場的機能を果しているのである。
このようにして見 ると、 これ ら草地関係 施設が赤字をかかえ、経営体 としての経済性を見出せない
現状にあっては、これ ら施設の公共性 は、技術 開発的,展 示牧場的施設として求めるべきものであろ
う。
そ うした場合、その公共性は、一地域の畜産振興 とい った狭いものでな くなる。だか らその負担も
広い視野から考えなければならないであろう。
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審 査 結 果 の 要 旨
戦後の日本農業 の大きな変化の一つに畜産,と くに乳牛,肉 牛等大家畜の導入と畜産物の商品
化の進展があげられる。
零細な規模のわが国農業経営に大家畜が商業的に導入されれは,当然飼料基盤の狭少さが問題
になる。それを解決するためには,草地開発と関連施設の整備が必要で あり,それは主として昭
和30年代後半,基 本法農政とともに国,県,市 町村,農 協,畜 産組合,個 人集団等,各種機関,
団体を通じて本格的に始まった。
ここで草地開発関連施設 とは採草地,育 成牧場,繁 殖育成セ ンター,乳雄哺育牧場,展 示牧場,
ウェーバー生産施設,乾草生産施設等,飼 料生産から家畜の改良にいたるまで多岐にわたった施
設をいい,経 営形態も行政あるいは農協が事業主体となる公共牧場や,個 別農家が施設,機 械等
を共同で管理利用する共同利用緯織や行政,農業団体等共同出資による公社営,企 業的牧場等が
ある。
著者 は,これら草地関係諸施設の性格を分析 し,第一 の公共育成牧場では,個別経営の補完 と
して生産過程の一部を分担するが,そ の公共性か ら収入は安い家畜預託料に依存するためそのほ
とんどが赤字経営 となっている現状を分析する。そしてこれ ら牧場の赤字の原因 としてそれを利
用す る個別経営の対応に大きな問題点のあることを指摘 している。すなわち,個 別経営はその階
層性により対応が異なるが零細経営は経営内部に十分な収入源をもたず兼業のため労力が不足 し
て公共牧場を利用し,大規模経営は経営の補完施設として公共牧場を必要とするのに対 し,中 間
層は経営内部に畜産が有機的に組みこまれるため,却 って公共牧場を利用することはマイナスに
なる(例 えば厩肥の確保)。
したが って公共牧場はその地域の個別経営の階層性,農外就業条件等を考慮して,地 域農業振
興の核となるような ものに(例えは里山開発等,個 別経営の規模拡大と結合 した草地開発等)改
変す る必要があることを指摘している。
また第三の公社営牧場も大きな赤字を抱えているが,こ れらはむしろ先端技術の展示牧場とし
ての性格をもたせ るべきものだと著者は考える。
そして第二の共同利用組織については,上 にのべた里山開発等と関連 して,公共草地開発施設
を補完せ しめっっ,今後の畜産経営発展の核 となる可能性を示唆 している。
このように著者 は,草地関係諸施設,と くに公共牧場の経営分析を通 じてそれと個別経営の対
応を綿密 に分析 し,畜産経営発展の一つの理論を提示 したことは,わが国畜産の発展にとって大
きな意味をもつものと考え られ,こ れに対し農学博士の学位を授与するに値するものと判定 した。
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